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はじめに 

平成２３年に発生した東日本大震災や平成２８年に発生した熊本地震を契機に、私

たちの津波や地震に対する防災意識は大きく変化し、市民の皆様や市議会議員の皆様

から、市役所本庁舎について多くのご意見・ご要望をいただいたところです。現在の

市役所本庁舎は、昭和３６年に建設され、その後、福祉や教育、まちづくりなど、様々

な分野の事務の多様化・増大等に対応していくため、増改築を重ねてきましたが、現

在では老朽化が進み、耐震性も十分に確保できていない状況にあります。 

市は、市民の安全安心な暮らしを守り、市民生活を支え、頼りになる行政活動を将

来に渡って展開するためには、真に防災の要となり、市民に親しまれる本庁舎を早急

に実現しなければならないとの認識のもと、平成２９年５月、市職員で構成する「庁

内検討会議」を立ち上げ、新庁舎の建設について検討を進めてきました。 

新庁舎建設の考え方を検討するにあたり、市民の皆様から貴重なご意見をいただく

ため、平成２９年１１月には市内全１０箇所において地区懇談会を開催するとともに、

各団体等との情報交換の場を設け、皆様から「本庁舎の建替えは必要」との力強いご

意見をいただいたところです。 

これらを踏まえ、新庁舎の基本的事項として、基本方針、位置、機能及び規模など

庁舎に関する基本的な市の考え方をまとめ、市民の皆様と大きな目標設定を共有すべ

く、登別市本庁舎建設基本構想（案）としてまとめました。 

今後は、この基本構想（案）から、基本構想の完成を目指すとともに、次の段階の

基本計画策定に移行できるよう市民の皆様のご意見を更にお聞きしながら、本市のま

ちづくりの拠点、防災の要としての役割を十分果たし、市民のよりどころとして長く

親しまれ、活用できる新たな本庁舎の建設に向けて取り組んでまいります。                  

 

平成３０年３月 

登別市長 小笠原 春一 
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第１章 現庁舎の経緯と現況 

 

 

 

 

 

昭和３６年に建設した現庁舎は、多様化・高度化する社会変化に伴う行政需要に対応する

ため、増改築を行ってきたところですが、最も古い建設箇所では築５６年が経過し、老朽化

が著しく進んでいます。 

また、建物の耐震性についても、耐震診断の結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊又は

崩壊する危険性が高いとされる箇所もあり、災害時に防災活動の本部としての機能が十分担

えない可能性があります。 

狭隘の解消については、これまで２度に渡り、増改築を行っていますが、建物の狭隘な状

況は解消されず、教育委員会や保健福祉部門、都市整備部門、観光経済部門などを他施設に

分散して配置している状況にあり、バリアフリー化については、エレベーターや多目的トイ

レの設置等を行ってはいますが、根本的なバリアフリー化は行っていない状況にあります。 

本章では、現庁舎の変遷や施設の概要、耐震化の状況、老朽化の状況、狭隘の状況、バリ

アフリー化の状況、市民利活用の場の制限、これまでの市民の声など、各項目について再確

認します。 

 

１ 庁舎の変遷 

 

明治初期における登別の行政の中心は、戸

長役場や幌別郵便取扱所、室蘭警察署幌別分

署、旅館、商店などがあった旧国道の札幌本

道を中心とする現在の幌別町１・２丁目でし

た。 

交通の拠点である鉄道については、明治２

５年に北海道炭鉱鉄道の岩見沢室蘭間（現在

の室蘭線）が開通し、幌別町５丁目に幌別停

車場が設置され、その後、幌別町１・２丁目

に移転し、駅舎の改築・増築を繰り返しなが

ら、幌別駅として利用されてきました。 

当時の役場庁舎は、明治４０年頃に幌別町

３丁目３番地の駅近くに設置され、その後、施設の老朽化や職員の増加のため、昭和２０年

に現・鉄南ふれあいセンターがある幌別町３丁目１７番地に移転しました。 

新庁舎の建設に至った多くの課題 

①明治４０年頃の役場（幌

別町３丁目３番地近く） 

②昭和２０年頃の役場（幌

別町３丁目 17 番地） 

③昭和 36 年から現在に至

る（中央町６丁目 11 番地） 

●庁舎の変遷位置図      【図－１】 
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N 

 

しかし、その後、鉄道より北側に民間企業の社宅建設や自衛隊駐屯地が設置されたことで

人口が増加するとともに、商業の発展などによる賑わいが創出されたことが要因となり、そ

の中心は北側に移り、この発展に合わせ、古くなった役場庁舎は、昭和３６年に、現位置に

移転しています。このような歴史的背景のもと、庁舎の建設位置は、多くの市民が訪れる公

共施設として求められるアクセスの良さや利便性、他の官公署の位置などから、移転してき

た経緯があります。 

町制施行１０周年を迎えた昭

和３６年に建設された庁舎は、

昭和４３年及び昭和４９年に増

改築を重ね、現在の形となって

いますが、取り除くことのでき

ない壁が多く、施設内部は迷路

のように入り組んだ状況となっ

ていることから、執務室のレイ

アウトは非効率的で、２階及び

３階は廊下が狭く、一部段差が

あるなど、非常に使いにくい庁

舎となっています。 

 

 

 

●昭和３６年の本庁舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本庁舎 

正面側 

写－３ 撮影方向 

裏駐車場 

●写真で見る庁舎の変遷        【図－２】 

【写－３】 
昭和３６年建設当時の本庁舎正面 

※ 

写―１  

 

写―２ 

 

写―３ 

２ 

写―４ 

 

① 

② 

③ 

④ 

公民館 消防庁舎 

●左記写真の頃の庁舎配置図 【図－３】 
※ 

議場 

幌

別

小

学

校 
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●昭和４９年の本庁舎                     

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現在の本庁舎 

  昭和４９年以降、庁舎の大規模な改修等は行

っていませんが、近年では、壁や屋上防水の老

朽化に伴い、雨漏りが慢性的に発生しているほ

か、外壁コンクリートの剥離などが発生してい

るため、来庁者や職員が安全に庁舎を利用する

ことができるよう、今後の庁舎の建て替えも見

据え、平成２９年度には老朽化した窓サッシの

交換（写－８内①）や壁の一部塗装（写－８内

②）、剥離したコンクリートの補修（写－８内

③）など、最低限の改修を行いましたが、狭隘

やバリアフリー等への対策は行っていません。 

 

 

 

 

 

正面側 

写－５ 撮影方向 

【写－４】 増築工事中の本庁舎正面 

議場 

本庁舎 

公民館 

S49増築 
S43増築 

消防庁舎 

幌

別

小

学

校 
S49増築 

消防庁舎 

【写－７】 改修前の本庁舎 

議場 

N 

写－６ 撮影方向 

●左記写真の頃の庁舎配置図【図－４】 
※ 

【写―６】 

【写－５】 
※ 

【写－８】 改修後の本庁舎（平成２９年度）  

① 

② 

③ 
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●施設の概要                        【表－１】 

建築名称 本庁舎 第二庁舎 

所在地 同一敷地 登別市中央町６丁目１１番地 

竣工 昭和３６年（昭和４３年、昭和４９年増築） 昭和３６年 

建築規模 地上３階 地上２階 

敷地面積 同一敷地  6,574.59㎡ 

延床面積 4,971.55㎡ 1,624.06㎡ 

構造 鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 

 

  

 

２ 耐震化の状況 

 

 現庁舎については、平成２３年に行った耐震診断の結果、建築年度で分けた４つのブロッ

クいずれも耐震性が大きく不足していることが判明しました。  

耐震診断は、通常 IS 値（※1）が 0.6 未満、CTU×SD 値（※2）0.3 未満で、倒壊又は崩壊する

危険性があると判断されます。更に庁舎は災害対策本部機能を備える建物であることから、

国の「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」に則り重要度係数 1.5 を乗じて、必要とする

基準値は、IS値を 0.9、CTU×SD値を 0.45と設定しました。 

 

●耐震調査実施箇所図                【図－５】 
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B 棟 

（S36 建設） 

A棟 

(S36 建設) 

A-1棟 
(S43 増築) 

C 棟 

(S49 増築) 

道道弁景幌別線 ←至 鷲別 至 登別 → 

裏玄関側 

幌

別

小

学

校 

正面玄関側 

※1 ＩＳ値 構造耐震指数 

 震度 6強の大地震に対する建築

物の強さを表す指標。 

・IS値が 0.6以上（庁舎の場合は

0.9 以上）＝倒壊又は崩壊する危

険性が低い。 

・IS値が 0.3以上 0.6未満（庁舎

の場合は 0.45以上 0.9未満）＝

倒壊又は崩壊する危険性があ

る。 

・IS値が 0.3未満（庁舎の場合は

0.45未満）＝倒壊又は崩壊する

危険性が高い。 

 

※2 CTU×ＳＤ値 

建物の強度を示す指標で建物の

形状等により算出。この値が 1.25

以上（庁舎は 1.88以上）では IS

値が低くても安全とし、0.3未満

（庁舎は 0.45未満）では IS値を

満足しても安全としない。 

IS 値 0.403～1.061 

IS 値 0.224～0.671 

IS 値 0.479～0.756 

IS 値 0.270～1.732 

CTU×SD 値 0.164～0.568 

CTU×SD 値 0.242～0.729 

CTU×SD 値 0.288～1.857 

CTU×SD 値 0.253～0.608 
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●耐震診断結果 

 

Ａ棟            【表－２】    Ａ－１棟          【表―３】 

 

Ｂ棟            【表―４】    Ｃ棟           【表―５】 

 

耐震診断の結果については、ほとんどの測定箇所において、「地震の震動及び衝撃に対して

倒壊し、又は崩壊する危険性がある」ＩＳ値 0.9以下と判定され、更にその半数近くが、「地

震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊

する危険性が高い」ＩＳ値 0.45 以下と判定

されました。 

また、耐震補強を検討しましたが、１階窓

口業務に支障が出るレベルでの補強を行う

必要があることに加え、仮に補強工事を行っ

たとしても、現庁舎は鉄筋コンクリート建築

物の一般的な耐久年数を超えていることか

ら、耐震補強による対応ではメリットが見い

だせない結果となりました。 

 

 

 

方向 階 ＩＳ CTU×SD 判定 

Ｘ方向 

(張間方向) 

３ 0.360 0.387 ＮＧ 

２ 0.276 0.296 ＮＧ 

１ 0.224 0.242 ＮＧ 

Ｙ方向 

(桁間方向) 

３ 0.678 0.729 ＮＧ 

２ 0.427 0.459 ＮＧ 

１ 0.496 0.533 ＮＧ 

 

方向 階 ＩＳ CTU×SD 判定 

Ｘ方向 

(張間方向) 

３ 0.926 0.440 ＮＧ 

２ 0.759 0.361 ＮＧ 

１ 0.417 0.164 ＮＧ 

Ｙ方向 

(桁間方向) 

３ 1.061 0.568 ＯＫ 

２ 0.694 0.369 ＮＧ 

１ 0.403 0.053 ＮＧ 

 

【写－９】 

耐震補強による庁舎内補強をした場合のイメージ写真

（ブレスが立ち並び業務に支障が出るイメージ。） 

【イメージ】 

方向 階 ＩＳ CTU×SD 判定 

Ｘ方向 

(張間方向) 

３ 1.426 1.528 ＯＫ 

２ 0.270 0.288 ＮＧ 

１ 0.427 0.458 ＮＧ 

Ｙ方向 

(桁間方向) 

３ 1.732 1.857 ＯＫ 

２ 1.082 1.160 ＯＫ 

１ 0.340 0.364 ＮＧ 

 

方向 階 ＩＳ CTU×SD 判定 

Ｘ方向 

(張間方向) 

３ 0.756 0.299 ＮＧ 

２ 0.644 0.253 ＮＧ 

１ 0.479 0.513 ＮＧ 

Ｙ方向 

(桁間方向) 

３ 0.752 0.309 ＮＧ 

２ 0.673 0.277 ＮＧ 

１ 0.567 0.608 ＮＧ 
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３ 老朽化の状況 

 

４ページの「２ 耐震化の状況」でもふれましたが、現在の庁舎は、昭和４９年以降、本

格的な改修等は行われておらず、緊急的に対応が必要となった場合には、必要最低限の修繕

を行ってきました。 

近年では、壁や屋上防水の老朽化に伴い、慢性的な雨漏りの発生や外壁コンクリートの剥

離が発生しています。 

また、庁舎内においても、床タイルや天井材の剥離などが発生しているほか、配管の腐食

等による湯沸室の排水やトイレの詰まりが発生しています。また、暖房機器の老朽化等によ

り、各階の事務室の室温を適温にすることができないなどの不具合が発生しています。 

そのため、平成２９年度においては、来庁者や職員が庁舎を利用するに当たっての安全性

を最優先し、庁舎正面の外壁塗装、コンクリート剥離の補修、議場の屋上防水、窓枠の一部

取替えなど、最低限の改修を行ったところです。（３ページ【写－８】参照） 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写－１０】老朽化等により剥離やひ

び割れなどが発生している庁舎屋上 

【写－１１】第２庁舎（上記写真）におい

ても老朽化が進み、外壁コンクリートの剥離が

発生 

【写－１３】庁舎階段踊り場の床タイルが

剥離 
【写－１２】 庁舎内で慢性的に雨漏りが

発生し、市長室においてもの雨漏りで壁クロス

が変色 

天井 

壁 
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４ 狭隘の状況 

   

 

 

 

５ 機能分散の状況 

 

昭和５８年の市民会館竣工に伴う教育委員会（教育総務グループ、学校教育グループ、社

会教育グループ）の移転や平成５年の総合福祉センターへの健康推進グループの移転のほか、

環境対策グループ、水道グループ、下水道グループ、観光経済部（商工労政グループ、農林

水産グループ、観光振興グループ）、選挙管理委員会が本庁舎から他の施設へ移転しているた

め、来庁した市民が一度に手続きできない、職員が決裁など事務手続きや会議等に施設間を

移動する必要があるなどの弊害が発生しています。 

ただし、分散している部署の中には、クリンクルセンターのように新庁舎に入らず、現在

地で事務を進めたほうが効率的な部署もあります。 

【写－１５】車いすがすれ違うには
困難な狭隘な廊下 

【写－１６】 
駐車待ちの車が列をなす狭隘な駐車場 

【写－１４】狭隘な執務室 

 現庁舎は、昭和３６年の建設以来、業務の多様化などに

伴う職員の増加に対応すべく増築を重ねてきましたが、市

民が利用する共有部分について、市民ロビーや待合スペー

スが狭いことに加え、廊下も必要最低限の広さで車いすの

すれ違いが難しい状況にあり、職員が職務を行う執務室部

分についても、席の後ろを人が通れない、事務に必要な書

類の置き場がないなど狭隘な状況は解消されていません。 

 さらに、市の業務が多様化している昨今では、従前のよ

うに担当部局だけでは業務が完結せず、横断的に他の部局

等と連携して多角的な視野のもとに業務を行う必要があ

りますが、庁舎内で一定以上の広さをもつ会議室は限られ

ており、会議室の確保に苦慮している状況にあります。 

また、市民をはじめ多くの人が利用する来庁者用駐車場

については、現在、庁舎正面に７台、庁舎裏に２８台、幌

別小学校横に１４台、計４９台（うち車いす専用は５台）

確保しておりますが、４月から５月の各種申請時期や２月

から３月にかけての確定申告時期には、駐車場が慢性的に

不足している状況にあります。 
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【写－１７】 Ａ 総合福祉センターしんた２１

（健康推進グループ）執務室面積１１２㎡に対

し、職員２０名が勤務。 

Ａ 総合福祉センターしんた２１（健康推進Ｇ） 

執務室面積 112㎡ 職員数 20名 

【写－１９】  Ｃ 登別中央ショッピングセン

ターアーニス（観光経済部）執務面積１８９㎡

に対し、職員２２名が勤務。 

 【写－２０】 Ｄ 第２庁舎（水道グループ） 

執務面積１３８㎡に対し、職員１９名が勤務。 

●市役所機能の分散状況                         【図－６】 

Ｂ 市民会館（教育委員会） 

執務室面積 247㎡ 職員数 44名 

Ｄ 登別市役所第２庁舎（水道Ｇ・下水道Ｇ・選挙

管理委員会・消防本部） 

執務室面積 525㎡ 職員数 78名 

Ｃ 登別中央ショッピングセンターア

ーニス（観光経済部） 

執務室面積 189㎡ 職員数 22名 

Ｅ クリンクルセンター（環境対策Ｇ） 

執務室面積 114㎡ 職員数 11名 

【写－１８】 Ｂ 市民会館（教育委員会）執務

室面積２４７㎡に対し、職員４４名が勤務。 
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６ バリアフリー化の状況 

  

 庁舎は、高齢者や障がいのある方、幼い子ども連れの親子など、様々な市民が利用する施

設であり、すべての人が安全で快適に利用できるようバリアフリー化を図る必要があります。  

 現庁舎の正面及び裏玄関の出入口はフラットであり、これまでの改修で自動ドアへ変更し

たほか、エレベーター及びオストメイト対応の多目的トイレの設置などバリアフリー化を進

めてきたところですが、廊下の狭さや段差は解消されていません。また、特に多くの市民が

通行する１階廊下は照度が低く、日中でも薄暗い状況であり、高齢者や障がいのある方が利

用しやすいとはいえない状況となっています。 

【写－２３】 Ｄ 第２庁舎（選挙管理委員会） 執

務面積６６㎡に対し、職員２名（通常時）が勤務。 

【写－２４】 Ｅ クリンクルセンター（環境

対策グループ） 執務面積１１４㎡に対し、職

員１１名が勤務。 

【写－２１】  Ｄ 第２庁舎（下水道グループ）

執務面積１１２㎡に対し、職員１２名が勤務。 
【写－２２】 Ｄ 第２庁舎（消防本部・消防署） 

執務面積２０９㎡に対し、職員４５名が勤務。 
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７ 市民利活用の場の制限 

 

 庁舎は、市職員が執務を行う場としてだけでなく、市民をはじめとした来庁者が各種手続

きや各種事業・まちづくり活動等の打ち合わせなど、さまざまな理由で活用する場所でもあ

ります。また、市民や各種団体がまちづくり活動のＰＲを行うことができたり、市民の癒や

しとなる空間の設定や、会議や打ち合わせを行うことのできる場、軽食ではあっても飲食を

行える場の設定が求められています。 

 しかし、現庁舎は狭隘やバリアフリーへの対応など、解決すべき多くの課題があり、来庁

者にとって利用しやすいとはいえない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写－２５】 庁舎増築に伴い発生した廊下の段差 【写－２６】 暗く、雑然としており、プラ

イバシーの確保も不十分な１階窓口 

【写－２７】 庁舎の市民ホールは、庁

舎での手続き等の合間の休憩や、市民の懇

談の場、市民と職員の協議の場等として活

用されるスペースですが、手狭で、じっく

り打ち合わせなどを行うことができる広

さを確保することが困難な状況にありま

す。 

【写－２８】 多くの市民が訪れる庁舎１

階には、一般のトイレのほか、多目的トイ

レも設置しておりますが、トイレの場所が

わかりにくく、また、広さも十分とはいえ

ない状況にあります。 
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８ 庁舎に関するこれまでの市民の声 

 

これまで市民の皆様から、老朽化していく市庁舎を見て、将来、庁舎はどうなるのか心配

をしていただいているとともに、観光都市・登別市のシンボルである市役所庁舎としてはず

かしくて人に見せられないなど、庁舎について、様々なご意見・ご要望を寄せていただいて

おります。 

また、平成２３年の東日本大震災をはじめ、平成２８年４月の熊本地震の発生により、庁

舎の重要性が再認識されたことをきっかけに、多くの市民から新庁舎の建設に対してこれま

で以上に後押しをするご意見が寄せられるようになりました。 

 市は、新庁舎の検討を進めるにあたり、市民の皆様からできうる限り広くご意見をお聞き

するため、平成２９年４月の連合町内会役員会や１１月の地区懇談会、１２月の市民自治推

進委員会や商工会議所をはじめ、市内民間団体等との意見交換を行い、様々なご意見をいた

だきました。そのご意見は「防災の観点から新しい庁舎は必要」、「わかりやすく機能的な庁

舎がほしい」、「用事がなくても市民が集える庁舎を」など新庁舎建設に前向きなご意見をい

ただきました。 

 また、平成２９年１２月には登別市議会より「政策提言書（総務・教育委員会政策提言中

間報告書）」を、平成３０年３月には登別商工会議所より「登別市役所本庁舎の建替えに関す

る提言」いただいております。 

 

 

 

 

 

 

 

【写－２９】 

２度に渡る増築により、廊下が複雑に入り組

んでおり、初めて来庁した方の多くが迷ってし

まう状況が発生しています。 

  その他、行政資料の保管場所が飽和状態にあ

り、廊下を狭くしています。 
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【政策提言書（総務・教育委員会政策提言中間報告書）：登別市議会】 

「公共施設整備における市役所本庁舎の建て替えについて」の政策提言の中間報告に 

ついて 

１．重点活動テーマに取り上げ、政策提言に至るまでの経緯 

 （１）当市における現状 

 （２）重点活動テーマが抱える課題 

２．他の自治体の類似する政策との比較検討 

 （１）新潟県新発田市 

 （２）新潟県燕市 

 （３）千葉県白井市 

 （４）東京都立川市 

 （５）まとめ 

３．市民参画の実施の有無とその内容 

 ○平成２９年１０月１４日開催の議会フォーラム 

４．課題解決に向けた提言 

（１）新制度の財政措置を活用することを想定し、相当なスピード感を持っての取り組み

を要望する。 

（２）新庁舎のコンセプト、基本構想、財源・事業費、完成までのスケジュールなどを早

急に策定し提示すること。 

（３）新庁舎の建て替えエリアや新庁舎に求められる機能などについては、幅広い市民が

協議する場を確保し、意見を十分に反映させるよう努力すること。 

（４）整備手法や建築工法などについては、専門的知識・技能を有する第三者委員会等を

設置し、適切な助言を受けること。 

 

 

 

【登別市役所本庁舎の建替えに関する提言：登別商工会議所】 

 

１．市役所本庁舎の建て替え場所について 

① 現市役所用地での建て替えが適当である。 

② 敷地の活用については、現状の狭隘な駐車場の課題解決を図るため、周辺用地の取 

 得も検討のこと。また、土地利用の高度化を図るため周辺地区の用途地域の見直しも 

必要。 

２．新たな市役所本庁舎の規模 

将来の人口減少を見据えたコンパクトな施設及び機能が望ましい。 

３．多機能及び複合型の施設について 

複合化を目指す場合は、市民サービスの向上や効果的な事業連携の面で高い効果が期待
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できる機能に限定するのが適当。 

４．新たな市役所本庁舎の建設構想に盛り込むべき視点 

視点１ 人口減少・ＩＴ化の急速な進展・ワークスタイルの変化を踏まえたコンパクトで

未来性のある庁舎構想⇒公務生産性の向上によるスマート市役所を目指す。 

視点２ 本庁舎建て替えによる地域経済への波及効果の追求⇒ex.都市計画変更等による

土地利用の高度化 

視点３ 合理的、現実的な建設事業費 

視点４ 防災拠点機能の確保 

視点５ 協働のまちづくりにふさわしい庁舎⇒議場のあり方も含め開かれた市政・議会に

ふさわしい庁舎 

 視点６ エコロジー・景観・緑・自然エネルギーの活用に配慮した施設計画 

 

 

 

【市民の皆様から寄せられた主なご意見】 

 

・ＪＲ駅、バス停が近く交通の便が良いところに庁舎を建設してほしい。 

 ・高台に建設すべき。 

 ・高台への建設は不便。津波等には建設方法で対応を。 

・登別市のシンボルとなるデザインを。 

・ローコストでシンプルなデザインを。 

 ・自慢できる庁舎に。 

 ・庁舎を鬼の形に。（観光地らしく） 

 ・観光地の市役所として今のままでは恥ずかしい。 

 ・広々として開放感のある庁舎に。 

 ・庁舎内がわかりやすく、機能的な庁舎に。 

 ・明るい庁舎。 

 ・庁舎の大きさは将来を見越して。 

 ・人が集まる、行きたくなる庁舎。 

 ・庭や緑地のある庁舎。 

 ・駐車場を広く。 

 ・役所機能を集約化してほしい。 

 ・バリアフリーをすすめてほしい。 

 ・壁がなく見渡せる庁舎。 

 ・閉ざされた個室ではなくワンフロアーに。 

 ・喫茶やレストランを一緒に整備してほしい。 

 ・休憩所、市民が活用できるスペースを。 

 ・図書館を併設してほしい。 
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 ・保育所等子育て関連施設の併設。 

 ・多目的スペース、イベントホールの併設。 

 ・道の駅を併設。 

 ・ヘリポートを設置してほしい。 

 ・売店、コンビニも一緒に。 

 ・マンションやアパートを一緒にし、家賃収入を。 

 ・金融機関を併設してほしい。 

 ・足湯など観光施設も整備しては。 

 ・展望フロアがほしい。 

 ・エスカレーターの設置。 

 ・各階にスロープを設置し、障がいのある方の利便性向上。 

 ・職員が働きやすい庁舎に。 

 ・具体案はないが複合化してほしい。 

 ・複合化には反対。 

 ・津波に耐えられる庁舎。 

 ・備蓄など災害対応機能を備えた庁舎。 

 ・避難スペースがある庁舎。 

 ・自家発電を備えた庁舎。 

 ・消防の近く又は併設。 

 ・消防は別の場所へ。 

 ・登別ブランド品の販売スペース 

 ・観光客が気軽に立ち寄れるコーナー（観光情報スペース） 

 ・観光案内所機能 

 ・郵便局を一緒に。 

 ・キッズルームを。 

・児童クラブを一緒に。 

 

 以上のほかにも、多くのご意見が寄せられていますが、いずれの意見も市民や職員にとっ

ての使いやすさ、防災及び費用などの観点が多く、これまでの、そしてこれからの市庁舎の

あり方の参考となるものであり、今後の基本計画等の策定に向けて、検討していきます。 
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第２章 新庁舎の基本的な考え方 

  

１ 新庁舎の位置 

 

 

 

 

 

平成２８年４月の熊本地震では、災害対応拠点となる市庁舎が耐震性の不足から倒壊する

など機能が停止し、市民生活及び災害対応、復旧・復興に大きな支障が出ました。 

これにより、国は新たな起債制度を制定するなど、庁舎の重要性が全国的に再認識され、

老朽化の問題を抱える本市においても、庁舎について多くの市民の皆様からご意見をいただ

くため、地区懇談会及び各団体等との情報交換を行った結果、ほとんどの方が本庁舎の建替

えは必要であり、建設場所は登別市の中心である幌別エリアとの意見をいただいたところで

す。 

また、市役所庁舎は、過去にも市街地の中心に設置されており、地方自治法においても庁

舎の位置を定めるにあたっては、「住民の利用に最も便利であるように、交通の事情、他の官

公署との関係等について適当な考慮を払わなければならない」と定められており、位置決定

の合理的判断の基準としては、「学校、商工会議所又は商工会、農業協同組合の事務所等も考

慮されるべき」とされています。 

これらのことから、市では部次長職で構成された庁内検討委員会などの論議を経て、平成

３０年市政執行方針において、本庁舎の建替えエリアとしては、多くの市民が訪れる公共施

設として求められるアクセスの良さや利便性などから、登別市のほぼ中央に位置してい

る幌別エリアが最も適しているものと決断したことを発表しました。 

さらに庁舎の具体的な位置の決定については、市民の利便性や防災的な見地に加え、市民

との協働のまちづくりを基本に、にぎわいを創出し、まちの活性化を図る拠点としてふさわ

しい場所を選定する必要があります。 

市は、登別市総合計画第３期基本計画でお示ししたとおり、少子高齢化などにより人口増

加が期待できない現代社会において、これまでのように市街地の拡大を前提としたまちづく

りは、都市機能の拡散による都市整備の効率性や市民生活の利便性の低下を招き、都市の良

好な発展の阻害につながることから、今後見直しを行う都市計画マスタープラン等において、

将来における幌別エリアの「都市機能」の基本的な考え方の中で、「居住誘導区域」、「都市機

能誘導区域」、「市内交通ネットワーク」の３つの視点を持ち、都市と新庁舎の関係性がどの

ような影響を及ぼすか、検討・協議を進める必要があると考えています。 

このような考えを活かしながら、庁舎の位置を決めるにあたり、次のような条件を定めま

した。 

幌別エリアのうち、建設候補地を４箇所から選定 



                                    登別市本庁舎建設基本構想（案）

    

16 

 

（１）新庁舎位置の条件 

幌別エリア内において、新庁舎の位置を選定するにあたり、次のことを前提条件とし、

検討を行いました。 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと 

多くの機能をもつ市役所庁舎は、行政活動の中枢であるだけなく、市民活動の中心

であり、経済活動の活性化にも寄与するものとなり、多くの市民が利用する施設であ

ることから、居住区との距離関係や、バスや鉄道等の公共交通機関・自動車等の交通

ネットワーク事情の良い場所が望ましい。 

（イ）津波浸水予測区域外であること 

    新庁舎は、市民や職員が安全安心に利用・執務することができ、個人情報や行政資

料に対するセキュリティを確保することが重要であり、洪水や津波に備えるとともに、

被災しにくい場所が望ましい。 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地であること 

    都市計画法などの関係法令や、市の各種計画の実施にあたり、都市機能を考慮し、

適合しやすい場所が望ましい。 

（エ）原則市有地であること 

 原則、庁舎の規模から考えて、建設工事には最低２年を要するため、新たな土地を

求め、新規に用地取得交渉から始めた場合、早期の竣工が難しく、用地買収費などの

建設事業費が大きくなることから、本市の所有地が望ましい。 

 

（２）４候補地の比較検討 

「（１）新庁舎位置の条件（ア）から（エ）」をもとに、庁舎の位置候補については、実

現可能性を考慮し、「Ａ」現市役所庁舎敷地内、「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷

地内、「Ｃ」幌別小学校敷地内、「Ｄ」旧登別大谷高等学校敷地内の４箇所を候補地と

して比較検討を行いました。 

 

●候補地位置図                            【図－７】 

「D」旧登別大谷高等学校敷

地内（敷地面積 65,475㎡） 

「A」現市役所庁舎敷地内 

 (敷地面積 6,575㎡) 

「C」幌別小学校敷地内 

(敷地面積 27,336㎡) 

「B」登別市営陸上競技場及び周辺

敷地内 (敷地面積 29,617㎡) 
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Ａ 候補地 現市役所庁舎敷地内                     【表－６】 

新庁舎位置の条件に対する検討状況（該当 ○、概ね該当 △、該当しない ×） 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと     ⇒  ○ 

ＪＲ駅やバス停が近く、交通の便が良いことに加え、平地であり、徒歩、自転車での利用が

容易な立地条件にあります。また、他官公署、商業施設、金融機関等が近くにあり利便性がよ

く、これまで市役所を中心に形成されてきた商業・飲食店等への影響も少なくなります。 

 

（イ）津波浸水予測区域外であること                  ⇒  × 

  海抜３．５ｍで津波浸水予測区域内（最大浸水深３ｍ以上４ｍ未満）にあります。 

 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地であること            ⇒  ○ 

都市計画法上の用途地域は近隣商業地域であり、庁舎の建設が可能な区域となっています。 

 

（エ）原則市有地であること                      ⇒  ○ 

  市有地であり合致します。 

周辺航空写真 現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地      登別市中央町６丁目１１番地 

敷地面積 ６，５７５㎡ 

浸水予測 津波浸水予測（最大浸水深）３ｍ以上４ｍ未満 海抜３．５ｍ 

都市計画法上の用途地域 近隣商業地域 

その他 既存建物あり 

メリット デメリット 

◆ＪＲ駅やバス停が近く、交通の便が良い。 

◆平地であり徒歩、自転車での利用が容易であ

る。 

◆他官公署、商業施設、金融機関等が近くにあり

利便性がよい。 

◆市庁舎を中心に商業・飲食店などが形成されて

おり、影響が少ない。 

◆都市計画法上の用途地域が合致しており、庁舎

建設が可能である。 

 

 

◆津波浸水予測区域内である。 

◆既存施設の解体が伴うため、建て方の工夫が必

要。 

◆仮庁舎施設が必要となる場合や消防本部・本署

の建設についての検討が必要となる。 

◆敷地面積が限られており、駐車場等のレイアウ

トに配慮が必要となる。 
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Ｂ 候補地 登別市営陸上競技場及び周辺敷地内              【表－７】 

新庁舎位置の条件に対する検討状況（該当 ○、概ね該当 △、該当しない ×） 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと    ⇒  △ 

現市役所庁舎より、ＪＲ駅やバス停が遠くなり、交通の便が不便になるとともに、高台に位

置することから、徒歩、自転車での利用が不便となります。また、他官公署、商業施設、金融

機関等も遠くなり、これまで市役所庁舎を中心に形成されてきた近隣の商業・飲食店等への影

響が懸念されます。 

  

（イ）津波浸水予測区域外であること                 ⇒  ○ 

  海抜１４ｍで津波浸水予測区域外にあります。 

 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地であること           ⇒  × 

都市計画法上の用途地域は第１種中高層住居専用地域であり、このままでは庁舎の建設が不

可能なため、用途地域の変更が必要となります。 

 

（エ）原則市有地であること                     ⇒  ○ 

  市有地であり合致します。 

周辺航空写真 現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地      登別市千歳町３丁目１番地５ 

敷地面積 ２９，６１７㎡ 

浸水予測 津波浸水予測（最大浸水深）０ｍ  海抜１４ｍ 

都市計画法上の用途地域 第１種中高層住居専用地域 

その他  

メリット デメリット 

◆高台であり、津波の影響が少ない。 

◆敷地面積が広く、庁舎や駐車場のレイアウトに

余裕がある。 

◆現庁舎と別敷地であることから、建設中の仮庁

舎など代替施設が必要ない。 

◆将来的に他の公共施設や民間施設などの集約

が可能である。 

 

 

 

◆市庁舎を中心に商業・飲食店などが形成されて

おり、遠くなることにより利用されなくなる可能

性がある。 

◆陸上競技場の代替地の検討が必要である。 

◆ＪＲ駅やバス停が遠くなるほか、徒歩や自転車

での来庁者が坂を上る必要がある。 

◆都市計画法上の用途地域の変更が必要である。 
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Ｃ 候補地 幌別小学校敷地内                     【表－８】 

新庁舎位置の条件に対する検討状況（該当 ○、概ね該当 △、該当しない ×） 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと    ⇒  ○ 

現庁舎の隣にあり、ＪＲ駅やバス停が近く、交通の便が良いことに加え、平地であり、徒歩、

自転車での利用が容易な立地条件にあります。また、他官公署、商業施設、金融機関等が近く

にあり利便性がよく、これまで市役所庁舎を中心に形成されてきた近隣の商業・飲食店等への

影響も少なくなります。 

 

（イ）津波浸水予測区域外であること                 ⇒  × 

  海抜４．５ｍで津波浸水予測区域内（最大浸水深３ｍ以上４ｍ未満）にあります。 

 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地であること           ⇒  × 

都市計画法上の用途地域は第２種中高層住居専用地域であり、このままでは庁舎の建設が不

可能なため、用途地域の変更が必要となります。 

 

（エ）原則市有地であること                     ⇒  ○ 

  市有地であり合致します。 

周辺航空写真 現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地      登別市中央町６丁目１９番地１ 

敷地面積 ２７，３３６㎡ 

浸水予測 津波浸水予測（最大浸水深）３ｍ以上４ｍ未満 海抜４．５ｍ 

都市計画法上の用途地域 第２種中高層住居専用地域 

その他 既存施設あり 

メリット デメリット 

◆敷地面積が広く、庁舎や駐車場のレイアウトに

余裕がある。 

◆現庁舎と別敷地であることから、建設中の仮庁

舎など代替施設が必要ない。 

 

 

 

 

 

 

 

◆学校統廃合の検討が必要であり、早急な整備は

難しい。 

◆津波浸水予測区域内である。 

◆都市計画法上の用途地域の変更が必要である。 
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Ｄ 候補地 旧登別大谷高等学校敷地内                  【表－９】 

新庁舎位置の条件に対する検討状況（該当 ○、概ね該当 △、該当しない ×） 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと    ⇒  × 

幹線道路に面しているものの、ＪＲ駅がかなり遠くなり、駅なら他の交通機関を利用しなけ

ればならない来庁者がいる可能性があります。また、商業施設、金融機関等も遠くなりますが、

室蘭建設管理部登別出張所や交番などには近くなる利点もあります。ただし、これまで市役所

庁舎を中心に形成されてきた近隣の商業・飲食店等への影響は懸念されます。 

 

（イ）津波浸水予測区域外であること                 ⇒  × 

海抜３．５ｍで津波浸水予測区域内（最大浸水深３ｍ以上４ｍ未満）にあります。また、河

川も近く、津波や洪水などの影響が懸念されます。 

 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地であること           ⇒  × 

都市計画法上の地域は第１種中高層住居専用地域であり、このままでは庁舎の建設が不可能

なため、用途地域の変更が必要となります。 

 

（エ）原則市有地であること                     ⇒  × 

  民間所有地であり、市有地ではありません。 

周辺航空写真 現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地      登別市桜木町２丁目１番地 

敷地面積 ６５，４７５㎡ 

浸水予測 津波浸水予測（最大浸水深）４ｍ以上５ｍ未満 海抜３．５ｍ 

都市計画法上の用途地域 第１種中高層住居専用地域 

その他 既存施設あり 

メリット デメリット 

◆敷地面積が広く、庁舎や駐車場のレイアウトに

余裕がある。 

◆現庁舎と別敷地であることから、建設中の仮庁

舎など代替施設が必要ない。 

◆将来的に他の公共施設や民間施設などの集約

が可能である。 

 

 

◆津波浸水予測区域内であり河川も近い。 

◆用地買収や既存施設の解体が必要となり事業

費が拡大するほか、事業期間も長くなる。 

◆ＪＲ幌別駅から遠く不便である。 

◆現市庁舎を中心に商業・飲食店などが形成され

ており、遠くなることにより利用されなくなる可

能性がある。 

◆都市計画法上の用途地域の変更が必要である。 
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以上を取りまとめた結果は次のとおりです。 

 

●４箇所の候補地比較表（該当 ○、概ね該当 △、該当しない ×）     【表－１０】 

       候補地 

比較内容 

「A」  

現市役所 

庁舎敷地内 

「B」  
登別市営陸上競技

場及び周辺敷地内 

「C」  

幌別小学校 

敷地内 

「D」 

旧登別大谷高等学

校敷地内 

（ア）庁舎のまちづくり機能を発揮で

き、市民の利便性が高いこと 
○ △ ○ × 

（イ）津波浸水予測区域外であること × ○ × × 

（ウ）関係法令や各種計画に即した土地

であること 
○ × × × 

（エ）原則市有地であること ○ ○ ○ × 

※3 建築基準法で市役所本庁舎は事務所として扱われ、１，５００㎡以上、３階以上の新庁舎とする場合、第２

種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用の７地域において建築が可能となっている。 

市街化調整区域において、新庁舎建設は不可。また、敷地は６ｍ以上道路に接していなければならない。 

（３）２候補地の詳細な比較検討 

 「Ａ」現市役所庁舎敷地内、「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内、「Ｃ」幌別小学

校敷地内、「Ｄ」旧登別大谷高等学校敷地内の４箇所の候補地について、（ア）庁舎のまち

づくり機能を発揮でき、市民の利便性が高いこと、（イ）津波浸水予測区域外であること、

（ウ）関係法令や上位計画に即した土地であること、（エ）市有地であること の新庁舎位

置の条件により検討した結果、条件に多く該当した 「Ａ」 現市役所庁舎敷地内、    

「Ｂ」 登別市営陸上競技場及び周辺敷地内の２つの候補地を最終候補地とし

ました。   

 

●新庁舎の位置（４つの選択肢から２候補地に絞込み）            【図―８】 

 

この２箇所の候補地について、市の各種計画との整合性、中心性、利便性、まちづくり、

交通体系への対応、防災拠点としての安全性、実現性、広域行政への対応などの視点にて、

更に比較検討を行いました。検討結果は次ページ以降のとおり。 

「Ａ」現市役所庁舎敷地内 

｢Ｂ」登別市陸上競技場及び周辺敷地内 
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●新庁舎位置候補の評価                       【表－１１】 

◎＝優：２点 ○＝良：１点 △＝可：０点 ×＝否：－１点 

位置選定の視点 「Ａ」 

現市役

所庁舎

敷地内 

「Ｂ」 

陸上 

競技場

敷地内 

備考（説明・立地特性等）  
評価の目安等 

（１）市の各種計画との整合性 

①登別市総合計画 
土地利用計画との整合性は

あるか 
○ ○ ２候補地とも整合性がある 

②登別市都市計画マスタ

ープラン 

都市づくりとの整合性はあ

るか 
◎ ○ 

「１」は商業地域内の中心市街地に位置

しているが、「２」は住宅地域内に位置

する。 

③都市計画区域の整備、開

発及び保全の方針 

土地利用の方針、主要用途

の配置方針との整合性はあ

るか 
◎ ○ 

「１」は商業地域内の中心市街地に位置

しているが、「２」は住宅地域内に位置

する。 

④その他の計画 
当該地区における整備計画

等の有無 
△ △ ２候補地とも特別な整備計画がない。 

（２）中心の位置、都市の中心性 

①人口分布の中心 
人口集中地区（DID 地区）

の区域内か 
◎ ◎ ２候補地ともDID区域内。 

②地理的中心 
本市の地理的中心に位置し

ているか 
◎ ◎ 

２候補地とも本市の地理的中心である

幌別地区にある。 

③都市構造（道路、鉄道）

における中心 

既存の道路、鉄道の中心に

位置しているか 
◎ ◎ 

２候補地とも幌別地区にあり、既存の道

路、鉄道の中心に位置している。 

（３）利便性 

①利用のしやすさ 利用者の利用しやすさ ◎ ○ 
「１」は既成市街地内に位置している

が、「２」は既成市街地から若干離れて

いる。 

②所在のわかりやすさ 
利用者にわかりやすい位置

か、新たな周知が必要か 
◎ ○ 

「１」は既に場所が認知されている。

「２」は新たに周知しなければならない 

③都市機能の集積状況 

他の官公庁、金融機関、商

業施設へのアクセスが便利

であるか 

◎ ○ 
「１」はアクセスが便利であるが、「２」

は徒歩でのアクセスに時間を要す。 

④駐車場の確保 
来庁者及び公用車駐車場は

十分に確保できるか 
○ ◎ 

「１」は混雑する際に不足するが、「２」

は十分に確保できる。 

（４）まちづくり 

①都市基盤整備 
道路、上下水道は整備され

ているか 
◎ ◎ ２候補地とも整備されている。 

②周辺環境の影響 

日照、通風、騒音、電波環

境、自然環境、道路交通量、

眺望等への影響 
△ ○ 

「１」は建設位置により影響があるが

「２」は影響がない。 

④既存市街地及び周辺ビ

ジネス環境への影響 

従来の市街地形成及びビジ

ネス環境への影響 
◎ △ 

「１」は影響が出ないが、「２」は影響

がでる可能性がある。 

⑤ランドマークの役割 
街のランドマークの役割を

担うことが出来るか 
○ ○ 

「１」は市街地の中心にあり、「２」は

高台に位置するため、双方ランドマーク

の役割を担うことができる。 
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位置選定の視点 「Ａ」 

現市役

所庁舎

敷地内 

「Ｂ」 

陸上 

競技場

敷地内 

備考（説明・立地特性等） 
 評価の目安等 

（５）交通体系への対応 

①自転車・歩行者対応 

周辺道路が歩道付きである

など、自転車や徒歩による

安全な通行が確保されてい

るか 

◎ △ 
「１」の周辺道路は平坦であるが、「２」

は周辺道路が坂であり通行に支障があ

る。 

②公共交通 

鉄道駅からの距離や移動経

路など公共交通機関の利用

に関する状況、将来の高齢

社会への対応が容易である

か 

◎ △ 
「１」は対応が容易であるが、「２」は

鉄道駅やバス停から遠い。 

③自動車交通 

道路ネットワークの位置関

係など、自動車交通の円滑

性があるか 

◎ ○ 
「１」は道道に接続しているが、「２」

は市道に接続している。 

（６）防災拠点としての安全性 

①防災性 
自然災害（洪水・津波）に

対する安全性はあるか 
△ ◎ 

「２」は高台にあり洪水、津波に対する

安全性は高いが、「１」は「２」に比べ

低地にある。 

②類焼からの安全性 類焼の危険度は低いか △ ◎ 
「１」は類焼の危険性があるが、「２」

は危険性が殆どない。 

③防災上の拠点性、援助活

動の容易性 

災害時に他の機関（道・消

防・警察・自衛隊）との連

携、応援拠点として関係者、

車両、物資等を受け入れる

ためのスペース確保が容易

か 

△ ◎ 
「１」はスペース確保に苦慮するが、

「２」はスペース確保が容易である。 

④災害時の補完性 

周辺道路が充実しており、

災害時に庁舎が孤立しない

か 

◎ ◎ ２候補地とも孤立しない。 

⑤広域の連携 
他の都市との連携（陸路か

らの受入）は容易か 
◎ ◎ ２候補地とも容易である。 

（７）計画の実現性 

①用地 

取得の確実性が高いか ◎ ◎ ２候補地とも市有地である。 

敷地の形態、規模の柔軟性 ○ ◎ 
「１」は周辺道路に囲まれ柔軟性がない

が、「２」は敷地が広く柔軟に対応でき

る。 

②土地利用の法令上の制

限 

現状の都市計画（用途地域

等）との適合性はあるか 
◎ × 

「１」は適合しているが、「２」は適合

していないため都市計画変更が伴う。 

③文化財の保護 
埋蔵文化財調査の規模及び

調査機関が影響するか 
◎ ◎ ２候補地とも影響しない。 

（８）広域行政への対応 

①広域行政に対する役割 
広域行政における中心的役

割を果たせるか 
◎ ◎ ２候補地とも役割を果たせる 

②他地域からのアクセス 
国道・高速道路へのアクセ

スは容易か 
◎ ◎ ２候補地ともアクセスが容易 
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位置選定の視点 「Ａ」 

現市役

所庁舎

敷地内 

「Ｂ」 

陸上 

競技場

敷地内 

備考（説明・立地特性等） 
 評価の目安等 

（９）その他 

①起債の活用について 

起債活用期限内での建設が

可能か 
× × 

２候補地とも決定までに時間を要し困

難である。 

現庁舎の解体費用が起債対

象となるか 
◎ ◎ ２候補地とも対象となる。 

②建替え費用以外のコス

トについて 

建替えにより道路や案内標

識の整備など必要不可欠と

なる事業は発生するか 

△ ○ 
「１」は現地建替えのため、仮庁舎等が

必要となる可能性がある一方、「２」は

案内標識等の新規設置が必要となる。 

 合計点数 ４６ ４２  

 

 以上の評価項目により、「Ａ」現市役所庁舎敷地内、「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺

敷地の最終候補地２箇所について、比較検討を行った結果、「Ａ」現市役所庁舎敷地内

が高い評価となりました。 

 

●新庁舎位置候補の不利条件等の詳細検討 
 

上記の検討の結果では高い評価となりましたが、「Ａ」現市役所庁舎敷地内、「Ｂ」登別

市営陸上競技場及び周辺敷地内の評価に差がついた項目について、詳細な検討を行います。 

 

◆ 位置選定の視点（４）まちづくり ②周辺環境の影響 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・△ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・○ 

日照、通風、騒音、電波環境、自然環境、道路交通量、眺望等への影響について、現市役

所敷地内は建設位置により影響があるが、登別市営陸上競技場及び周辺敷地は影響がないも

のと評価しましたが、現市役所敷地内であっても、建設位置や建物の形などに配慮した設計

を行うことで影響を減らすことができます。 

 

◆ 位置選定の視点（４）まちづくり ④既存市街地及び周辺ビジネス環境への影響 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・◎ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・△ 

従来の市街地形成及びビジネス環境への影響について、現市役所敷地内は影響がなく、登

別市営陸上競技場及び周辺敷地内は影響が出る可能性があると評価しましたが、登別市営陸

上競技場及び周辺敷地内については、一定程度市街地形成がされており、急激な環境変化は

ないものと考えます。 

 

◆ 位置選定の視点（５）交通体系への対応 ①自転車・歩行者対応 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・◎ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・△ 

自転車や歩行者の安全な通行の確保について、現市役所敷地内は影響がなく、登別市営陸
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上競技場及び周辺敷地は影響が出ると評価しましたが、登別市営陸上競技場及び周辺敷地内

については、高齢者や障がいのある方に配慮した緩やかな傾斜の取り付け道路の設置など、

一定程度の緩和を図れる可能性があります。  

  

◆ 位置選定の視点（５）交通体系への対応 ②公共交通 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・◎ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・△ 

公共交通機関の利用に関する状況について、現市役所敷地内はＪＲ駅やバス停が近いが、

登別市営陸上競技場及び周辺敷地は遠くなると評価しましたが、コミュニティバスの運行な

どにより、公共交通機関利用者の利便性を高めることができます。 

 

◆ 位置選定の視点（６）防災拠点としての安全性 ①防災性 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・△ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・◎ 

自然災害（洪水・津波）に対して、登別市営陸上競技場及び周辺敷地は高台にあり安全性

が高いが、現市役所敷地内は低いと評価しましたが、現庁舎敷地内に建設した場合において

も、新庁舎の高さを確保し、Ｊアラート設備や発電機、備蓄庫などを防災に関わる設備を高

層階に設置することにより、防災性を高めることができます。 

 

◆ 位置選定の視点（６）防災拠点としての安全性 ②類焼からの安全性 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・△ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・◎ 

類焼の危険性について、現市役所敷地内は危険性があるが、登別市営陸上競技場及び周辺

敷地は危険性がほとんどないと評価しましたが、現市役所敷地内は市街地にあるため、類焼

の危険性はあるものの、建築資材を燃えにくい素材を使用することにより危険性を少なくす

ることができます。 

 

◆ 位置選定の視点（６）防災拠点としての安全性 ③防災上の拠点性、援助活動の容易性 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・△ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・◎ 

災害時に他の機関との連携、応援拠点として関係者、車両、物資等を受け入れるためのス

ペース確保について、現市役所敷地内はスペース確保に苦慮するが、登別市営陸上競技場及

び周辺敷地は確保が可能と評価しましたが、現市役所敷地内においても、大規模災害時には

幌別小学校敷地を活用するなどによりスペースの確保も可能となります。 

 

◆ 位置選定の視点（７）計画性の実現 ②土地利用の法令上の制限 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・・◎ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・・× 

現状の都市計画（用途地域）との整合性について、現市役所敷地内は適合しているが、登

別市営陸上競技場及び周辺敷地は適合していません。 
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用途地域は登別市のまちづくりを進める基本となるものであるが、必要な手続きを経て用

途地域の変更も可能です。 

 

◆ 位置選定の視点（９）その他 ②建替え費用以外のコストについて 

   ・「Ａ」現市役所庁舎敷地内・・・・・・・・・・・・・△ 

・「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内・・・・・・○ 

建替えによる必要不可欠な事業の発生については、現市役所敷地内は仮庁舎が必要となる

可能性がありますが、登別市営陸上競技場及び周辺敷地は案内標識などの設置にとどまると

評価しました。 

新庁舎を現在の第２庁舎の場所に建てることにより、大規模な仮庁舎の建設を行わず実施

できる可能性があります。 

 

 以上、「新庁舎位置候補の不利条件等の詳細検討」のとおり、「Ａ」現市役所庁舎敷地内

及び「Ｂ」登別市営陸上競技場及び周辺敷地内共に不利条件等への補完は可能ですが、特に

「Ａ」現市役所庁舎敷地内位置における大きな問題点である津波への対応は、鷲別小学校の

考え方と同様に高層階に防災機能を備えることで対応が可能であり、駐車場の問題について

は効率的なレイアウトや周辺用地の活用により解消できると考えられます。このことから、

将来の都市機能への影響度、災害対応の強化、交通誘導の改善などを考慮し、市民が来庁し

やすい最善の場所として、市としましては、新庁舎の位置は、「Ａ」現庁舎敷地内と

します。 

今後は、市議会、市民、各団体とのご意見をいただきながら、策定する基本計画、基本設

計の中で効果的な建設手法を検討することとします。 

 

●新庁舎建設最終候補地（現庁舎敷地内）                 【図－９】 

候補地 

現庁舎敷地内 

javascript:void(0);
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２ 新庁舎の役割と機能 

 

 

 

 

 

市役所庁舎に求められる機能は、防災意識の高まりや行政サービスの高度化や多様化、高

齢化社会の到来、高度情報化の進展など時代の移り変わりとともに様変わりしており、それ

らに対応できる庁舎の必要性が高まっています。 

本市では、協働のまちづくりの理念のもと、市民との対話を重ねながら検討を進めていく

こととしており、市民や各種団体との協議において、庁舎の機能についても意見をいただい

たところです。 

新庁舎の建設にあたっては、市民の皆様の意見の内容をしっかりと踏まえ、登別市総合計

画第３期基本計画第６章第３節「担いあうまちづくりのための基盤づくり」にもとづき、現

庁舎が抱える課題解決のみならず、防災拠点としての重要性、市民の利便性や快適性、職員

の業務効率の向上などのほか、登別市のまちづくりの中核となる施設として検討を進める必

要があります。 

これらを踏まえ、新庁舎建設に対する基本方針を次のとおり定めます。 

 

 

• 災害対策本部を設置する防災拠点として、高い耐震性を備え、様々な災害に対応
できる機能を有した庁舎を目指します。

•個人情報や行政資料の保護を行うセキュリティを確保した庁舎を目指します。

基本方針１ 市民の安全安心を支える庁舎

• 多くの市民等が集まり、活用し、憩いの場となる庁舎を目指します。

•海外の方も含め誰もがわかりやすい情報発信ができる庁舎を目指します。

基本方針２ 市民が集い、活用できる憩いの場となる庁舎

• 適正な執務空間を確保し、使いやすく効率的な庁舎を目指します。

•多目的に活用できる会議室や議場を備えた庁舎を目指します。

基本方針３ 使いやすく効率的な庁舎

• 来庁した市民等がわかりやすく、プライバシーにも配慮した窓口機能を備えた庁舎
を目指します。

•誰もが利用しやすいユニバーサルデザインを取り入れた庁舎を目指します。

•自然エネルギーを活用し、省エネルギー化を進める庁舎を目指します。

基本方針４ 誰もが利用しやすく、人や環境にやさしい庁舎

庁舎に求められる機能の充実 

●新庁舎建設に対する基本方針 
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 この基本方針を更に具現化するため、新庁舎の機能整備の方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4 ＩＴ：インターネットなどの通信とコンピューターを駆使する情報技術のこと。 

※5 ユニバーサルレイアウト：机等の移動をせずに、人やその荷物を移動するだけで配置を換えられるワークスペースのこと。 

※6 オープンフロア：ドアや壁で仕切らず、広く開けた場所を使用すること。 

※7 フレキシブル：融通性があり、柔軟に対応できること。様々な使用方法で活用できること。 

※8 ワンストップ窓口：ひとつの窓口で様々な手続きが一度に行える仕組みのこと。 

基本方針 

情報発信機能 

議会機能 

基本方針４ 

 

誰もが利用しやす

く、人や環境にや

さしい庁舎 

 

防災機能 

行政機能 

憩いの場の創出、会議・集会

スペース、イベント・展示ス

ペース、喫茶・レストラン、

図書室スペース、コンビニな

ど 

セキュリティ機能 

市民交流機能 
基本方針２  

 

市民が集い、活用

できる憩いの場と

なる庁舎 

 

ユニバーサルレイアウト(※

5)、オープンフロア（※6）、会

議スペース、カウンターなど 

福利厚生機能 
休憩室、保健室、洗面所など 

バリアフリー機能 

基本方針３  

 

使いやすく効率的

な庁舎 

 

窓口機能 

耐震機能、災害対策本部機能、

避難場所機能、防災備蓄庫、浸

水対策など 

省エネルギー機能 

基本方針１  

 

市民の安全安心

を支える庁舎 

 

省エネルギー性能の向上、再

生可能エネルギー等の活用な

ど 

カテゴリー 

わかりやすい窓口表示、音声

案内設備、多目的トイレ、エ

レベーター、明るさの確保な

ど 

ワンストップ窓口（※8）、プラ

イバシーや障がいのある方等

に配慮したカウンター・ゆと

りある待合スペースなど 

●新庁舎の機能整備方針 

入室管理システム、文書管理

システムなど 

多言語表示の電光案内板、各

種情報コーナー、ＩＴ技術

（※4）を活用した情報発信な

ど 

フレキシブル（※7）で多様な

運用ができる議場、大型モニ

ターの設置など 

考えられる機能 
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 基本方針とそのカテゴリーを反映した庁舎の機能の例は次のとおりです。 

 

（１）市民の安全安心を支える機能例 

災害時の拠点として機能するよう、備蓄庫をはじめ、非常時において速やかに災害対策を

進めるための会議室や非常用電源など、非常時に必要となる機能の整備が必要です。 

また、個人データや重要文書を安全に管理するための体制構築が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写－３０】 参考 非常用電源を備え、平

時は一般会議室として活用できる災害対策本

部室（東京都青梅市） 

【写－３１】 参考 最上階に設置された市民

ロビー。災害時には避難所としても活用可能。

（北広島市） 

【写－３２】 参考 入室を管理する IC チ

ップシステム（東京都青梅市） 

●災害対策本部機能 

災害発生時の指揮系統の中心となる災害対 

策本部機能の整備が必要です。情報を共有する

ためのモニターやプロジェクターなどを設置

し、平常時には会議室として利用できるなどフ

レキシブルに活用できることが求められます。 

 

●備蓄倉庫・避難所 

避難所で使用する食料品や毛布などの生活必

需品やストーブ、発電機など、避難所運営用資

機材を備蓄する倉庫の整備が必要であるととも

に、災害時に市民が避難できるよう高層階に避

難スペースを設けることも必要です。 

 

●非常用電源の確保 

 停電時においても災害対策本部機能を一定期

間維持するために必要な電源供給を行う非常用

発電設備等の整備が必要です。 

 

●浸水対策 

津波などの災害が発生した場合においても庁

舎が機能するよう、電気室、機械室及びサーバ

ー室などは浸水の恐れがない階へ配置すること

が必要です。 

 

●セキュリティ機能 

個人情報や行政資料の保護、防犯上の観点か

ら、来庁者の立ち入り可能なエリアを明確にす

るとともに、サーバー室や書庫など高い機密性

が求められる場所には職員のみが入室できるよ

うにするなど、セキュリティ確保が必要です。 

 



                                    登別市本庁舎建設基本構想（案）

    

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民が集い、活用できる憩いの場となる機能例 

市役所庁舎は、各種手続きを行う場でありますが、多くの市民が訪れ、各種会議、相談

などを行う場でもあり、市民活動の展示など発表の場でもあります。 

そのため、協働のまちづくりの拠点としての活用を図れるよう市民がコミュニティ活動

を行うスペースを確保するなど、誰もが集える雰囲気づくりが求められています。 

また、市勢やまちづくり、観光などの情報コーナーを設置するとともに、海外の方にも

わかりやすい多言語表示の電光案内板の設置など、情報発信の機能強化も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【写－３５】 参考 総合案内と電光案内

版（東京都青梅市） 

【写－３４】 参考 庁舎内に設置されたコ

ミュニティースペース（富山県氷見市） 

●憩いの場の創出 

 来庁者の休憩や待ち合わせに利用できるよう

ロビーにテーブルや椅子を設置し、くつろげる空

間づくりが必要です。 

 

●会議・集会スペース 

市民や各種団体が集い、打ち合わせや集会、イ

ベントといった市民活動を支援するため、オープ

ンな多目的スペースや自由に利用できる会議ス

ペースの確保が必要です。 

 

●展示スペース 

 市民活動団体などの活動を広く紹介したり、活

動成果の作品を展示できるなど、市民活動の成果

を披露するスペースの確保が求められます。 

 

 

 

 

【写－３３】 参考 文書管理システムを構

築し、書庫に重要文書を保管（新潟県新発田

●文書保管スペースの確保 

保管すべき文書の整理等を行い、適切に文書

を保管することが必要です。また、文書整理の

もと必要とするスペースを確保するとともに、

書庫には収容能力が高い移動式書架を採用す

るなど、文書保管スペースの効率化が必要で

す。 
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（３）使いやすく効率的な機能例 

将来の行政組織、職員数及び業務内容などの変化にフレキシブルに対応するため、最近の

自治体の事例では机等を固定したユニバーサルレイアウトの採用が多くなっています。 

また、来庁者にすばやく対応できるよう壁をなくし、圧迫感を感じにくいオープンフロア

を基本とした整備も必要です。 

議場や議会常任委員会室など、議会運営に必要な機能を整備するともに、議会閉会時には

多目的に活用できるような整備が求められています。 

 

 

●市政情報の充実 

来庁者が必要等する情報を入手しやすいよ

う、市政情報コーナーの充実が必要です。 

また、電光案内版などを活用し、わかりやす

い案内表示を行うとともに、外国人に配慮した

多言語表示ができるシステムの構築が求めら

れます。 

 

●喫茶、レストラン 

市民が手続きや会議のためだけに来庁する

のではなく、飲食しながら談笑するなど憩いの

場としての機能も求められます。 

喫茶コーナーや図書スペースなど誰もが気

軽に利用できる場所づくりが求められます。 

 

●複合化施設 

庁舎には、執務室などの機能に加え、銀行や

コンビニなどの民間施設を組み入れ、市民の利

便性を高める複合化も求められます。 

 

●集約化施設 

執務室などの機能に加え、庁舎に他の公共施

設を加える集約化も求められます。 

 

 

【写－３６】 参考 庁舎内に設置された喫

茶コーナー（東京都青梅市） 

【写－３７】 参考 庁舎内に設置された遊

具（新潟県新発田市） 
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※9 ユニバーサルデザイン  

障がいの有無や年齢、性別、人種などに関わらず、多くの 

人々が利用しやすいように環境をデザインする考え方。 

【写－３８】 参考 執務室と通路の間に設

置したローカウンター（東京都青梅市） 

【写－４０】 参考 机等は可動式で収納で

きる。壁も取り外し可能であり議会以外の活

用も可能。（新潟県新発田市） 

【写－３９】 参考 個々の机を配置せず、人

事異動等にフレキシブルに対応。（東京都青梅

市） 

●機能的な執務室 

間仕切りのないオープンフロアを導入するなど、

市民にわかりやすく、将来の組織変更にも柔軟に

対応できる執務空間の構築が必要です。 

また、市民が利用する際に関連性が高い部署を

近接して配置するなど、市民の利便性や業務の効

率化に配慮したレイアウトが必要です。 

 

 

 

 

 

●ユニバーサルレイアウトの導入 

今まで、組織改変のたびに行ってきた机の移

動や電話配線の変更などを簡略化できるよう、

デスクを均一化し、合理的な配置することで効

率的な事務スペースの活用が可能なユニバー

サルレイアウトの採用など、フレキシブルに対

応できる執務室が必要です。 

 

●会議室・打ち合わせスペース 

市のみではなく、市民や関係機関が一同に介

する会議にも利用できる規模の大きな会議室

のほか、利用人数に応じて面積調整が可能な会

議室が必要です。 

また、各フロアに少人数で行う打ち合わせス

ペースを設置するほか、来庁者との打ち合わせ

などを行いやすいカウンターの整備も必要で

す。 

 

●多目的な議場 

議場はユニバーサルデザイン（※9）を採用す

るとともに、議会閉会時には、会議室やイベン

トを開催できるなど、効率的な活用が求められ

ています。 

 また、大型のモニターを設置するなど、多目

的に活用できるシステムの構築が求められま

す。 
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（４）誰もが利用しやすく、人や環境にやさしい機能例 

  市民等が利用する窓口は、わかりやすく、移動が少なく、利用しやすい仕組みが必要です。 

視認性が高く、高齢者や障がいのある方にも配慮した案内表示や、落ち着いた雰囲気の待

合スペース、相談しやすくプライバシーにも配慮した窓口ブースの整備、利便性を重視した

低層階への窓口配置など、窓口機能の充実が必要です。 

また、ユニバーサルデザインを採用し、誰もが集える雰囲気づくりが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【写－４１】参考 プライバシーに配慮した

窓口（北広島市） 

【写－４２】参考 キッズコーナーも設けた待合スペ

ース（北広島市） 

●ワンストップ窓口 

 市民の庁内での移動を少なくするため、窓口

機能を低層階に集約するとともに、複数の手続

きをできるだけまとめて行うワンストップ窓

口の設置が必要です。 

 

●プライバシーに配慮したカウンター 

個人情報の保護やプライバシー等に配慮し

た受付カウンターなど、来庁者に配慮した仕組

みづくりが必要です。 

 

●ゆとりある待合スペース 

窓口フロアでは、車いすやベビーカーなどの

通行に支障がないようゆとりある待合スペー

スが必要です。また、子ども連れの来庁者に配

慮し、キッズスペースや授乳室の設置が必要で

す。 

 

●バリアフリーの徹底 

 文字だけでなく、絵文字の活用や、表示の大

きさ、配色などにより誰にとってもわかりやす

い案内表示が必要です。 

また、視覚障がいのある方への配慮として、

展示ブロックや音声案内設備など設置が必要

です。また、移動空間や室内空間においても、

高齢者や障がいのある方が利用しやすいよう

な配慮が必要です。 
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（５）福利厚生機能例 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載した機能のほか、庁舎の有効活用を図るための機能については、全体のレイアウトや

費用を検討したうえで、効果的で効率的な配置を目指すこととします。 

 また、執務室などの機能のほかに、他の公共施設の集約化や民間施設を取り入れる複合化

については、今後、市民や各団体等からご意見をいただいたうえ、今後の基本計画の中で具

体的な検討を行うものとします。 

 

 

３ 新庁舎の想定規模 

 

 

 

 

 

庁舎の規模については、市民の集う場所や他の公共施設の集約化、民間施設を組み入れた

複合化について、市民や団体等との協議内容をふまえ、庁内で検討を行い、最終的な延べ床

面積を算定することとしますが、この基本構想（案）の段階では、市役所が窓口業務をはじ

めとする行政事務を進めるにあたり必要となる執務室や会議室など最低限のスペースを想定

新庁舎の延べ床面積は、行政事務部分として最低６，７８５㎡と想

定し検討を開始 
※市民の集う場所や集約化・複合化部分等は、今後の市民協議を経て決定 

●職員の福利厚生機能 

職員への環境整備も必要となります。 

災害時には避難所機能も発揮できる休憩室や、

保健室、洗面所などの機能整備も必要です。 

 

 

 

 

【写－４３】参考 壁面に設置された太陽光発電 

（北広島市） 

【写－４４】参考 職員休憩室（東京都青梅市） 

●省エネルギー性能の向上 

 自然採光や自然通風のほか、建物の高断熱化や

ＬＥＤ照明の採用などが必要です。 

 

●再生可能エネルギーの活用 

 太陽光発電や地中熱の活用など、再生可能エネ

ルギーの導入が求められます。 
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することとし、分散化している部署を集合した場合の延べ床面積を加えた６，７８５㎡から

検討を開始するものとします。 

また、市民の集う場所や集約化・複合化等については、議会、市民、各団体のご意見を伺

いながら検討を進めることとします。 

 

（１）新庁舎想定規模の算定 

 新庁舎の規模算定については、今後市民の集う場所や集約化・複合化等を、市民との協議

を参考としながら検討の後に決定することとし、この基本構想（案）では、行政事務を進め

るにあたり必要となる執務室や会議室など最低限のスペースを想定しました。 

 また、規模算定の前提として、想定職員数及び議員数の算定及び現庁舎の面積など条件の

整理を行いました。 

 

（ア）想定職員数 

 

新庁舎の規模を想定するためには、将来を見据えた職員数の想定が必要となります。 

ただし、勤務する職員数は、新庁舎が完成する予定年度で積算する必要があることから、

３０年、４０年先といった長期的な見通しではなく、現段階で最短のスケジュールで進んだ

場合の平成３５年度完成を基準として検討する必要があります。 

平成３０年４月１日予定の正職員数については次のとおりとなります。 

 

●正職員数（平成３０年４月１日予定）           【表－１２】 

部署名 正職員数 部署名 正職員数 

総務部 ５１ 議会事務局 ５ 

市民生活部 ５２ 選挙管理委員会事務局 １ 

保健福祉部 １１０ 監査委員事務局 ３ 

観光経済部 ２１ 教育委員会 ３２ 

都市整備部 ６５ 消防 ８７ 

会計 ５ 合計 ４３２ 

 

次に、将来人口を見越した職員数の検討を行います。 

平成２７年に策定した「登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の人口推計は次のとお

りであり、平成２７年から平成５２年までの２５年間の人口減少率で単純に計算すると、平

成５２年度の職員数は３１７名となります。 
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●人口と職員数の推計                      【表－１３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の人口推計から、平成３５年度の推計人口は

４５，８１０名となり、平成２９年９月末の人口４９，００３名から、３，１９３名減少し

ます。この人口減少率から単純に職員数を算出すると、平成３５年度の正職員数は４０４名

となります。 

 

 

 

 

 

 

しかし、地方分権の推進や市民ニーズの多様化、社会制度改革などにより業務量がこれま

で以上に増加することが想定され、今後も安定した市政運営を行うためには出来うる限り人

件費抑制する視点を持ちながら、行政活動の水準を落とすことなく、一定レベルを維持する

ための職員数を確保する必要があるとの考え方もあり、将来の正職員数を想定することは非

常に困難です。 

また、現在でも必要な職員数の確保ができず、業務に一部支障をきたしており、今後も職

員数が増える可能性もあります。 

このことから、想定職員数については、平成３０年度当初と同程度の正職員４３２人、嘱

託員・臨時職員等３９８人（嘱託員・臨時職員等は平成２９年度当初）、計８３０人のうち、

新庁舎に勤務する正職員２９６人、嘱託員・臨時職員等１１９人、計４１５人を想定します。 

 

 

 

現在（Ｈ３０） 

人口：４９，００３人 

正職員数：４３２人 

新庁舎完成予定（Ｈ３５） 

推計人口：４５，８１０人 

推計正職員数：４０４人？ 
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●新庁舎に勤務する想定する正職員数           【表－１４】 

職員数 正職員総数 ４３２名 

  

  

うち他施設

正職員数 

消防本部・本署 △８７名 

鷲別支所・登別支所 △３名 

環境対策グループ（クリンクルセンター） △１０名 

保育所等 △２７名 

学校給食センター △３名 

図書館 △４名 

浄水場 △２名 

本庁舎入居職員数  ２９６名 

 

新庁舎に勤務する職員数を算出するため、分散化している部署の集合と、他の施設に移動

する部署を検討します。 

新庁舎に集合することで市民の利便性が高まる教育委員会（教育総務グループ、学校教育

グループ、社会教育グループ）、健康推進グループ、水道グループ、下水道グループ、観光経

済部（商工労政グループ、農林水産グループ、観光振興グループ）、選挙管理委員会は集合化

し、他の場所に移転もしくは本庁舎以外の現在地での継続が有利である消防、各支所、環境

対策グループ、保育所等、学校給食センター、図書館、浄水場については集合化を行わない

こととすると【表―１４】のとおりとなります。 

 

（イ）これまでの議員数 

 

議場及び常任委員会室など、議会運営に必要なスペースについては、今後、議員定数や会

派の数等の議会の考え方をお聞きしながら、算定することとします。 

議員定数の経緯は次のとおりです。 

 

●昭和４８年から現在までの議員定数経緯               【表―１５】 

 

 

（ウ）現庁舎の面積 

 

 現庁舎の面積を職員が事務を行う執務室、廊下や階段、トイレなどの共用部分、書庫やボ

イラー室などのその他に分けて積算すると次のとおりとなります。 

30
36

30 28
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21 19
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昭和48年 昭和49年 昭和53年 昭和61年 平成10年 平成18年 平成26年 平成35年 平成40年
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●現庁舎の面積                             【表－１６】 

 本庁舎 

１階（㎡） 

本庁舎 

２階（㎡） 

本庁舎 

３階（㎡） 

第２庁舎 

１階（㎡） 

第２庁舎 

２階（㎡） 

合計 

（㎡） 

執務室面積 
（職員が勤務する事務スペース） 

666 424 638 204 321 2,253 

共用部分面積 

（廊下、ホール、トイレなど） 
553 383 222 155 136 1,449 

その他面積 
（会議室、書庫、更衣室、議場など） 

555 981 550 614 194 2,894 

 

合計 
1,774 1,788 1,410 973 651 6,596 

 

（エ）分散化した部署の集合後の面積 

 

 新庁舎建設にあたり、分散化している部署の集合化を進めた場合の延べ床面積は、次のと

おり約６，７８５㎡となります。本基本構想（案）で算出した面積は、現時点でのものであ

り、今後、庁舎レイアウト等を詳細に検討することにより、変動する可能性があります。 

  

●集合後の執務室等面積                         【表－１７】 

 執務室 

(㎡) 

共用部分 

(㎡) 

その他 

(㎡) 

合計 

(㎡) 

現庁舎面積 2,253 1,449 2,894 6,596 

分散化部署の集合面積 548 － 110 658 

別施設への移転面積 △209 － △260 △469 

合計 2,592 1,449 2,744 6,785 

 

 参考として、執務室の一人当たり面積をモデルケースにより計算すると次のとおりとなり

ます。 

 

職員６人で執務する場合の最低限の必要面積（一例）    【図―１０】 
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このケースで積算すると、 

 ・執務室面積 7.9m×4.8m＝38.0 ㎡、職員数 6 名 

      ・一人当たり執務室面積 38.0 ㎡÷6 名 ＝ 6.3 ㎡/人 

 この計算で、新庁舎に勤務する想定職員数４１５名を乗じると執務室面積は２，６１５㎡

となり、「（エ）分散化した部署の集合後の執務室面積」２，５９２㎡（表－１７参照）と概

ね合致します。 

このことから、本基本構想（案）の想定面積は現庁舎の面積を基礎とし、執務室面積２，

５９２㎡、廊下や階段、ホールなどの共有部分面積１，４４９㎡、会議室や議場、更衣室な

どその他面積２，７４４㎡を加え行政事務部分として６，７８５㎡を最低限の基礎

数値と想定し、検討を開始します。 

市民の集う場所や集約化・複合化部分等は、市民のご意見をお聞きしながら更なる検討を

重ねることとし、それらを加味した延べ床面積は今後決定することとします。 

また、３０年、４０年後といった長期的な視野では、職員数の減に伴い庁舎の必要面積も

縮小する可能性がありますが、その際は、執務室の一部を市民が活用できるコミュニティス

ペース等に改良するなど、フレキシブルに対応できるレイアウトを検討します。 

（２）来庁者用駐車台数の算定 

来庁者用駐車場については、現在、庁舎正面に７台、庁舎裏に２８台、幌別小学校横に１

４台、計４９台（うち車いす専用は５台）確保しておりますが、４月から５月の各種申請時

期や２月から３月にかけての確定申告時期には、駐車場が不足している状況にあります。 

本市において来庁者用駐車場利用実績データがないことから、多くの自治体で想定台数の

算定に用いている「市・区・町・役場の窓口事務施設の調査（元千葉工業大学名誉教授 関

龍夫 著）」及び「最大滞留量の近似的計算方法（元大阪大学名誉教授 岡田光正 著）」を

参考に算出します。 

 

【駐車場台数の算出】 

 来庁台数/日 ＝ 人口×乗用車保有率×人口に対する来庁者の割合 

  ・人口        49,526 人（H28.9末現在） 

・車保有台数     32,326台（H27.3 末現在、普通車・小型車・軽自動車） 

・乗用車保有率    0.653台/人 

・窓口来庁台数    49,526人×0.653×0.9％（定数）＝291.1 台/日 

・窓口以外来庁台数  49,526×0.653×0.6％（定数）＝194.0台/日 

 必要駐車台数 ＝ 最大滞留量（台/時間）＝ 来庁者台数/日×集中率×平均滞留時間 

・集中率       30％（庁舎は一般事務所タイプに該当） 

・平均滞留時間    窓口 20 分、窓口以外 60 分（定数） 

・窓口最大滞留量   291.1×30％×20分/60分＝29.1台/時 

・窓口以外最大滞留量 194.0×30％×60分/60分＝58.2台/時 

  

 必要駐車台数    29.1＋58.2 ＝ 87台  

 

このように計算値では 87台となりますが、これまで以上に市民が集う庁舎を目指すことか

ら車両による来庁が更に増えると見込み、公用車駐車分を除き、障がいのある方や妊婦など
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の優先駐車場も含め、来庁者用駐車場は現在の２倍の１００台の確保を目指しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 新庁舎の整備手法 

現庁舎が抱える課題を解決するためには、現庁舎の改修や他の施設を利用したリノベーシ

ョン、新庁舎の建設などの手法がありますが、現庁舎の改修については、一般的な耐久年数

を既に超えているため、改修しても数年後には建替え等の対応が必要になり、また狭隘な状

況やバリアフリー化への対応などの課題解決はできません。 

また、リノベーションは、既存施設の構造に縛られ、自由な設計が出来ないことに加え、

比較的新しい建物で、かつ必要とする床面積を確保できることが必要であり、これに該当す

る建物はありませんでした。 

 

●整備手法の比較                           【表－１８】 

手法 「Ⅰ」新築（現地） 「Ⅱ」新築（別地） 「Ⅲ」耐震補強（現地） 「Ⅳ」リノベーション

（別地） 

メリット ・敷地面積に制約がある

が、新たにレイアウト等

から検討できるため、自

由度が高い。 

・新たにレイアウト等か

ら検討できるため、自由

度が高い。 

・建設費用は新築に比べ安

い。 

・耐震性の確保は可能。 

・建設費用は新築に比べ安

い。 

デメリット ・建設費用が高くなる。 ・建設費用が高くなる。 ・スペースの確保やバリア

フリー化などの現庁舎の

課題について根本的な解

決が出来ない。 

・比較的新しく、必要とす

る床面積を確保できる施

設が市内には少ない。 

・既存施設の構造に縛ら

れ、自由な設計ができな

い。 

比較 庁舎建設にかかる財

源について、現在国が示

している「市町村役場機

能緊急保全事業」による

有利な起債制度を活用

することにより市の負

担額を軽減することが

できる。 

庁舎建設にかかる財源

について、現在国が示し

ている「市町村役場機能

緊急保全事業」による有

利な起債制度を活用する

ことにより市の負担額を

軽減することができる。 

築５６年を経過してお

り、耐震補強を行っても、

建築物として残された耐

久年数が短く、再度建て替

え等の整備が必要となる。 

また、狭隘の解消やバリ

アフリー化の課題は残っ

たままとなる。 

幌別エリアでリノベー

ションが可能と思われる

施設のうち、商業施設は賃

借料等経費がかさむ。学校

については統廃合を検討

する必要があり、市民との

協議に時間を要する。 

概算事業費 

（参考） 

◆現庁舎解体 

１億円～２億円 

◆仮庁舎 

２億円～３億円 

◆引越し 

（１千万円～２千万

円） ×２回 

◆建設工事費 

３０億円～６０億円 

◆現庁舎解体 

１億円～２億円 

◆仮庁舎 

なし 

◆引越し 

１千万円～２千万円  

◆建設工事費 

３０億円～６０億円 

◆現庁舎解体 

なし 

◆仮庁舎 

２億円～３億円 

◆引越し（一部） 

１千万円 

◆建設工事費 

１０億円～２０億円 

◆現庁舎解体 

１億円～２億円 

◆仮庁舎 

なし 

◆引越し 

１千万円～２千万円  

◆建設工事費 

１０億円～５０億円 

室蘭市 

庁舎 

青少年 

会館 
図書館 

公園 駐車場 

美

唄

市 

庁

舎 

緑地 

駐車場 
駐車場 

【図－１１】  
参考  

室蘭市役所駐車

台数１２０台 

【図―１２】  

参考  

美唄市役所駐車

台数９５台 

 



                                    登別市本庁舎建設基本構想（案）

    

41 

 

それぞれに、メリット、デメリットがありますが、どの手法も耐震化への対応は図られる

ものの、現庁舎の課題である狭隘の解消やバリアフリー化など、市民の利便性や業務効率の

向上を図るためには新築が最適となります。 

このことから、新たな庁舎の整備については、『 「Ⅰ」新築（現地） 』を基本

として整備を行うこととします。 

なお、新築の場合の問題点である高額な建設費用については、平成２９年度に庁舎の建替

えに対する起債制度として国が新設した「市町村役場機能緊急保全事業」の活用を図ること

により、市の負担額を軽減することが可能となります。 
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第３章 新庁舎建設へのアプローチ 

 

 

 

 

 

庁舎の建設工事費については、市民の集う場所や他の公共施設の集約化や民間施設を組み

入れた複合化について、市民や団体等との協議内容を踏まえ庁内で検討を行い、最終的に積

算することになりますが、第２章で想定した延べ床面積を基礎として算出し、窓口業務をは

じめとする行政事務に要する新庁舎の建設工事費は３２億円から検討を開始するものとしま

す。 

  

１ 建設工事費及び財源 

 

新庁舎の建設工事費については、今後策定する基本計画等において延べ床面積を決定した

うえで算出することとしますが、最低限必要となる概算工事費を確認するため、近年、積雪

寒冷地に建設された自治体の事例を参考に算出します。 

 

●先進事例の庁舎建設工事費について                   【表－１９】 

都市名 竣工 

年度 

人口 

(人) 

庁舎勤務職

員数（嘱託・

臨時等含む） 

(人) 

延床面積 

（㎡） 

階層 建設工事費 

(千円) 

1㎡当 

建設工事費 

(千円) 

北海道北広島市 H29 59,140 437 10,785 5 4,886,480 453 

北海道幕別町 H28 27,163 178 5,218 3 2,454,170 470 

福島県相馬市 H28 38,128 477 9,534 4 4,782,578 502 

平均       475 

参考 鷲別小学校 H28 － － 5,361 4 1,719,381 320 

  

先進事例と鷲別小学校で単価に差がありますが、庁舎は災害対策本部機能を備える建物と

して学校より耐震安全性の基準が高いため構造に差が出ることに加え、オープンフロアを必

要とすることから耐震壁の設置ができず、受変電設備や受水槽、空調設備、ＩＴ関係設備、

ストレッチャー対応のエレベーターなど必要な設備が高価であり、軟弱地盤である現地では

杭基礎工事も高価になるなど、鷲別小学校の単価で庁舎の建設は難しいものと考えられます。 

 このことから、庁舎の建設工事費算出に用いる単価は、近年の先進事例の平均値を使用す

ることとし、１㎡当たり建設工事費は４７５千円程度であることから、「２ 新庁舎の規模」

で最低限必要とした延べ床面積６，７８５㎡より、事業費は３２億円から検討を開始

します。（庁舎建設工事のみ、設計、外構・解体工事、備品購入、引越し等は含まない） 

財源については、平成２９年度に新たに創設された起債制度である「市町村役場機能緊急

新庁舎の建設工事費は、行政事務部分として最低３２億円と想定し

検討を開始。 
※市民の集う場所や集約化・複合化部分等は、今後の市民協議を経て決定 
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保全事業」及び庁舎整備基金、一般財源等の活用を前提とします。 

また、今後基本計画等で検討する施設の集約化・複合化については、その目的に沿った補

助制度等の活用を検討します。 

 

２ 新庁舎建設の事業手法 

 

新庁舎の建設に関する事業手法として、従来方式、民間活力導入方式があります。 

民間活力導入方式の代表的な手法として、ＰＦＩ方式、ＤＢ方式、リース方式を選定し、

比較検討を行います。 

 

●民間活力導入方式の代表的な手法                   【表－２０】 

 従来方式 ＰＦＩ方式 設計・施工一括発注方

式（ＤＢ方式） 

リース方式 

概要 市が設計者、施工者を

それぞれ選定、発注する

公共事業の一般的な方

式。 

市は設計の委託を行

い、完成した設計図書を

仕様として建設工事を発

注する。 

ＰＦＩ法に定める手続

きを行い、設計、施工、

維持管理を包括的に実施

する特別目的会社（ＳＰ

Ｃ）に一括発注する方式。 

民間事業者が資金調達

し、整備後に所有権を市

に移転し、維持管理等の

業務を実施する場合が多

い。 

施設整備の資金を市が

調達し、設計者、施工者

を同時に選定、発注する

方式。 

設計者、施工者の選定

に当たっては、建設工事

費を含めた技術提案を求

めることとなる。 

市と民間事業者との間

でリース契約を締結し、

民間事業者が施設の設

計、施工及び維持管理を

一括的に実施する方式。 

市はリース料を支払

い、リース期間終了後に

施設の譲渡を受けること

となる。 

メリット ・設計、施工に係る業務

を個別に発注するため、

段階に応じて柔軟な業務

発注、実施、対応が可能

である。 

・地元企業が参入しやす

い。 

・一括発注により事業費

の縮減効果を期待でき

る。また、民間ノウハウ

の活用も期待できる。 

・設計、施工を一括発注

することにより事業費の

縮減効果を期待できる。

また、民間ノウハウの活

用も期待できる。 

・設計時より施工を見据

えた品質管理が可能とな

る。 

・事業費の縮減効果を期

待できる。また、民間ノ

ウハウの活用も期待でき

る。 

デメリット ・設計、施工企業をそれ

ぞれ別々に選定するた

め、事業費の削減を各段

階で個別に工夫する必要

がある。 

・事業者選定に当たって

はＰＦＩ法に基づいた手

続きが必要となり、選定

コストが大きく、選定期

間が長期化する。 

・発注後の市の意向反映

が難しい。 

・地元企業が参入しにく

い。 

・発注後の市の意向反映

が難しい。 

・地元企業が参入しにく

い。 

・発注後の市の意向反映

が難しい。 

・地元企業が参入しにく

い。 

 

本市においては、事業の進捗に併せ、市民からの意見を伺いながら事務を進めることとし

ており、設計段階から施工時に至るまで市の考えや市民の意見が反映しやすく、地元企業の

参入がしやすい方式の採用が必要です。 

また、事業手法の決定には、市民が集う場所や集約化・複合化などの整備内容によって、

ＰＦＩなど民間ノウハウの活用も視野に入れる必要があります。 

このことから、事業手法の決定は、関係機関や市内企業から様々なご意見を伺いながら、

次に策定する基本計画の中で決定するものとします。 
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３ 事業スケジュール 

 

 国が示した新たな起債制度である、「市町村役場機能緊急保全事業」は現在のところ平成３

２年度までとなっており、それまでに建設工事を完成させることは不可能です。 

 このことから、この基本構想（案）では、最短で進んだ場合の平成３２年度までのスケジ

ュールをお示しし、平成３２年度以降のスケジュールについては、庁舎建設の事業費の確定

や、消防本部・本署の移転方針などを定めたうえで再度検討することとします。 

 

●庁舎建設に関する大きな流れ 

 

 

 

●平成３２年度までのスケジュール 

期間 平成２９年度 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
市民と

の協議

等 

 

 

           

行政の

動き 
 

 

           

 

期間 平成３０年度 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
市民と

の協議

等 

  

 

           

行政の

動き 
            

 

期間 平成３１年度 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
市民と

の協議

等 

   

 

 

           

行政の

動き 
            

 

期間 平成３２年度 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

行政の

動き 

   

 

          

 

 

市民・関係団体等協議 

市民・関係団体等協議 

基本計画発注基本事項整理 

パブリックコメント事務 

基本構想完成 

パブリックコメント事務 

基本計画作成 
基本計画発注

事務 

基本設

計完成 

基本計

画完成 

基本設計作成 

基本 

計画 

基本構想（案）作成 
基本構

想（案）

完成 

地区懇

談会等 

基本 

設計 

基本設計発注

事務 

実施 

設計 

基本 

構想 

建設 

工事 

本スケジュールは現時点の想定であり、変更になる可能性があります。 

Ｈ３０ Ｈ３1 Ｈ３２ 
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おわりに 

 

 本基本構想（案）では、現庁舎の経緯と現状を把握し、問題点の洗い出しを

行ったうえ、新庁舎の位置、新庁舎に必要な役割と機能、これから詳細の検討

を進めるうえで基本となる新庁舎の規模及び建設工事費など、新庁舎建設に向

けた基本的な考え方をお示ししました。 

 新庁舎の位置については、候補地を挙げ詳細な比較検討を行いましたが、今

後の登別市のまちづくりを進めるうえで、市役所庁舎は重要な役割を持つとの

考えのもと、現市役所庁舎敷地内での建設を目指すこととしました。 

 防災機能の強化はもちろんのこと、これまでの市役所を中心とした商業や飲

食店の発展を更に進め、官公署や他の公共施設を集約し、事業者と行政が連携

して市内交通ネットワークも再構築し、これまで以上の「にぎわい」を、市役

所を中心に創出していきたいと考えています。 

 この考え方をもとに、都市計画マスタープランなど各種計画の見直しも進め、

登別市の中心エリアとして充実を図っていくこととします。 

また、現在、幌別地区と鷲別地区の消防体制の検討を一体的に進めていると

ころであり、庁舎と同じ敷地内にある消防本部・本署の整備の進め方について

も、検討を深めてまいります。 

 今後につきましては、この基本構想(案)をもとに、議会や市民、関係団体と

の協議を重ね、ご意見をいただきながら、基本構想を完成させ、今後、策定す

る基本計画の中で更に検討を進めてまいりますので、市民の皆様のご理解、ご

協力をお願い申し上げます。 

  

 

 

 


